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特集 地震

激しい地震の揺れにより鉄道車両が脱線するのを防ぐため，さまざまな研究が行な
われています。これまでの検討により，車体の揺れを抑えることで脱線を防止でき
ることがわかりました。この結果をもとに，地震時に車体の揺れを抑え脱線防止を
図る台車部品の開発に取り組みました。今回は，その概要と，加振試験や数値計算
による脱線防止効果の確認を中心とした開発の様子についてご紹介します。
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総研では，地震時のように車両の各部

が大きく変位する場合においても解析

が可能な車両運動シミュレーションプ

ログラムを開発し1），地震により車両

が脱線に至るプロセスを数値計算によ

り調査しました。その結果，地震の揺

れ方や周波数により脱線の形態は異な

るものの，軌道が健全に近い状態でも

車体と台車に生じた激しい揺れが相互

に作用し脱線に至ることがわかりまし

た。さらに，台車のばねやダンパー諸

元を変更した際の脱線に対する安全性

の向上効果についても調査を行いまし

た2）。その結果，左右動ダンパー（図1）

の減衰性能を高め，車体の揺れを抑制

することが，脱線に対する安全性の向

上に有効であることがわかりました。

本稿では，この検討結果をもとに開

発した，地震時にのみ大きな減衰力を

発生して脱線を防止する地震時脱線対

策左右動ダンパー（以下，地震対策ダ

ンパー）の概要と，各種試験や数値計

算により確認された脱線防止効果につ

いて紹介します。

はじめに
2011年3月11日の東北地方太平洋

沖地震は日中の生活時間帯での発生で

あったため，鉄道に乗車していた方も

多く，その中には激しい地震に遭遇し

た場合に鉄道車両がどのようになって

しまうのかを考えた方も多かったので

はないのでしょうか。車両が激しい地

震に遭遇し脱線してしまうと，重大な

被害が発生する可能性があります。こ

のような場合に被害を軽減する方策と

しては，地震発生後直ちに車両の走行

速度を可能な限り低くすることが有効

であると考えられます。車両の走行速

度が低ければ，どのような事態となっ

ても被害を最小限に抑えることができ

るからです。そして，なによりも車両

を脱線させないことが大事であると考

えられます。

では，脱線を防止するためには，ど

のような方策が必要となるのでしょう

か。そのためには，まず，地震による

脱線のメカニズムを知る必要がありま

す。兵庫県南部地震や新幹線が被災し

脱線した新潟県中越地震などを契機

に，地震による脱線のメカニズムにつ

いての検討が進められています。鉄道
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☞ ユニフロー型油圧回路
伸張行程，圧縮行程ともに同じ減衰弁
を使用する油圧回路。

☞ バイフロー型油圧回路
伸張行程，圧縮行程でそれぞれ異なる
減衰弁を使用する油圧回路。

地震対策ダンパーの概要
（1）開発コンセプト

地震対策ダンパーは，高速で走行す

るため地震時においても高い安全性が

要求される新幹線車両用のものを対象

とし，次の2つの要件を満たすよう開

発を進めました。

その要件とは，まず，地震時には大

きな減衰力を発生し，常時には現行の

左右動ダンパー（以下，現行ダンパーと

記す）と変わらぬ減衰性能を有するこ

と，実装に当たっては台車や車体に大

幅な構造変更が生じないことの2つです。

前者については，地震時の脱線防止

に効果があっても，常時の乗り心地を

損なうことは避けたいためです。この

ため，ダンパーのピストン速度に応じ

て異なる減衰性能を設定することとし

ました。具体的には，通常使用するピ

ストン速度の範囲（200mm/sec以下）

では発生する減衰力は現行のままとし，

ピストン速度がそれ以上大きくなる範

囲では大きな減衰力を発生する減衰特

性としました。

後者については，地震対策ダンパー

をより現実的なものとするため，既存

の車両にも実装可能な形状でなければ

なりません。そこで，実在する車両に

実装することを想定し，車体と台車の

位置関係などを確認し，これに適合す

る形状にしました。

（2）開発の変遷と概要

これまでに，開発中のものを含め

図2に示す3タイプの地震対策ダン

パーを試作しました3）。まず，Ⅰ型は

最初に試作したもので，油圧回路には

一般的な左右動ダンパーで多く用いら

れているユニフロー型（☞参照）となっ

ており，フルアクティブ振動制御装

置に対応可能な2段切替式ダンパーと

なっています。高速試験用新幹線に実

装し，常時の乗り心地を調査しました。

Ⅱ型ではフルアクティブ振動制御装

置への対応を止め，減衰力発生不良の

解消に重点をおきました。油圧回路を

作動油の移動を抑制可能なバイフロー

型（☞参照）へ変更するとともに，ダ

ンパー形状を見直し，ピストン速度が

高速となる場合においても安定して減

衰力が発生することを確認しました。

Ⅲ形は現在開発中のタイプです。Ⅱ

型で得られた結果を基に，アキュム

レーターの外付けなどのさらなる油圧

回路見直しにより小型化を図りました。

また，実用化に向け，フルアクティブ

振動制御装置への対応も図りました。

なお，本稿では，Ⅱ型により得られ

た脱線防止効果について紹介します。

大型振動試験装置による性能
確認

（1）試験概要

地震対策ダンパーの地震時の性能確

認にあたっては，より現実に近い状態

とするため車両に実装した条件での確

認が必要となります。そこで，鉄道総

研の所有する大型振動試験装置上に実

物の軌道，新幹線台車および車体を模

擬した荷重枠から構成される試験体

（図3）を配し，これをまくらぎ方向に

正弦波または地震波により加振しまし

た。この際，試験体に地震対策ダンパー

を装備した場合と現行ダンパーを装備

図1 車両モデル（正面図）の概要 図2 試作ダンパー
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した場合について，加振振幅を大きく

しながら，脱線防止効果を確認しまし

た。また，この試験では，装置の性能

や安全面の配慮から，軌道に貼付した

ひずみゲージから得られた輪重がゼロ

となる状態，つまり車輪がレールから

離れた状態を脱線とみなし，その限界

となる加振条件を調査しました。

（2）正弦波加振試験

正弦波加振試験では，表1に示す加

振条件により試験を実施しました。こ

の際，荷重条件は空車相当としました。

各加振周波数で輪重がゼロとなっ

た振動台左右変位振幅（以下，加振振

幅と記す）の最小値を図4に示します。

輪重がゼロとなる際の加振振幅は，加

振周波数0.6Hz以下では双方のダン

パーとも同じであるのに対し，0.7Hz

以上では現行ダンパーに比べ地震対策

ダンパーのものが大きくなっており，

脱線に対する安全性が向上しているこ

とが確認されました。

本試験結果には1.2Hzまでのもの

しか示されていません。これは，1.3Hz

の加振が現行ダンパーの耐荷重条件を

はるかに超えるものであったため破損

してしまい，比較データを得られな

かったことによるものです。なお，地

震対策ダンパーでは，現行ダンパーが

破損するような加振条件においても，

健全な状態で減衰力を発生しているこ

とが確認されました。

（3）地震波加振試験

地震波加振試験では新潟県中越地震

で新幹線車両が脱線した高架橋上で

の揺れを推定した推定地震動4）により，

加振振幅の倍率を段階的に大きくしな

がら試験を実施し，輪重がゼロとなる

加振条件を調査しました。この際，荷

重条件は定員乗車相当としました。

試験の結果，加振振幅の倍率が地震

対策ダンパーでは65％，現行ダンパー

では60％の条件で，それぞれ輪重が

ゼロになることが確認されました。こ

の時の輪重と振動台左右変位の時刻歴

波形を図5に示します。地震対策ダン

パーでは現行ダンパーに比べ輪重ゼ

ロとなる加振振幅の倍率が5％大きく

なっており，脱線に対する安全性が向

上していることが確認されました。

数値計算による性能確認
振動台試験で使用した試験体は，1）

半車体相当である，2）転倒防止用アー

ムが付加されている，3）停止状態で

ある，4）ヨーダンパーを装備してい

ないなどの理由により，実際の走行中

の車両とは異なります。そこで，これ

を補間するため，数値計算により走行

状態での地震対策ダンパーの脱線防止

効果を確認しました。この際，車両は

新幹線車両（定員乗車），左右動ダン

パーの特性以外については一般的なの

ものとし，左右動ダンパーについては

地震対策ダンパーと，比較用として現

行ダンパーの特性を有するものとしま

した。この車両が速度275km/hで不

整の無い直線軌道上を走行する条件で

計算を行いました。

計算結果として，双方のダンパー条

件で得られた走行安全限界振幅（☞参

照）と，その比である限界振幅向上率

を図6に示します。地震対策ダンパー

を装備した条件での安全限界振幅は，

全ての周波数領域にわたって現行ダン

パーのものに比べて大きく，脱線に対

加振種別 加振加速度 /加振倍率（設定値）

正弦波 0.5Hz 120，130，140，150 Gal

正弦波 0.7Hz 110，115，120，125 Gal

正弦波 1.0Hz 300，350，400 Gal

正弦波 1.2Hz 400，450，500，550，600 Gal

正弦波 1.3Hz 550，600 Gal

正弦波 1.6Hz 500，600 Gal

中越推定地震動 50，60，65％

図3 試験体外観

表1 正弦波加振試験での加振条件

図4 正弦波加振試験結果
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☞ 走行安全限界振幅
軌道振動を正弦波 5波による左右加
振を入力条件とし，走行安全限界振
幅は車輪とレールの相対左右変位が
70mm に達した時に脱線状態にあ
ると判断し，この際の加振振幅より
5mm小さい脱線しない最大の振幅。

する安全性が向上していることが確認

されました。また，限界振幅向上率か

らその向上効果は加振周波数によって

変化しているものの，最大で17％程度

大きくなっていることが確認されまし

た。特に1.2Hz～2.4Hzでの周波数帯

では，脱線を防止する効果が大きいこ

とが分かりました。

さらなる安全性向上を目指して
前記のとおり，Ⅲ型の地震対策ダン

パーについては，現在，鋭意開発を進

めております。これに併せ，地震時に

おけるさらなる安全性の向上を目指し

て，地震対策クラッシャブルストッ

パー装置（図7）の開発も行っておりま

す。本装置は，常時は従来の左右動ス

トッパーとして機能し，地震時に激し

いストッパー当りが生じることで所定

の仕掛けによりストッパー遊間を拡大

するものです。これによりストッパー

当りをするまでの間隔を広げ，ストッ

パーに当りにくくします。また，地震

対策ダンパーと併用することにより，

拡大した遊間がダンパーの動作域とな

ることでさらに大きな減衰力を発生さ

せることができます。地震対策クラッ

シャブルストッパー装置による脱線防

止効果については，Ⅲ型の地震対策ダ

ンパーのものと併せ，改めて別の場で

報告します。

おわりに
地震時における鉄道車両の脱線を防

止する方策の一つとして地震対策ダン

パーを提案，試作し，各種試験により

その効果を確認しました。その結果，

従来に比べ脱線に対する安全性が向上

すること，また，常時においては走行

性能を損なわないことを確認しました。

今後は，在来線車両や，様々な振動

制御装置への対応を図るとともに，地

震対策クラッシャブルストッパー装置

との並行運用などに関する検討を進め，

地震時における走行安全性のさらなる

向上を目指していきたいと考えていま

す。

図5 地震波加振試験結果（輪重ゼロ観測時）

図6 数値計算結果

図7 クラッシャブルストッパー装置（油圧動作型）
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